令和７年度 尼崎市障害者施設開設等サポート事業補助金について事業者向け資料


グループホーム及び短期入所事業所並びに生活介護事業所（以下「障害者施設」という。）を開設（グループホーム及び短期入所事業所については増床を含む。）または改修（以下「開設等」という。）する事業者に対して、当該障害者施設等の用に供する住居又は施設（以下「施設等」という）及び設備その他の整備に要する経費の一部を補助します。

１　補助事業の概要
⑴　補助対象要件
市内において行う、障害者施設等の開設等（グループホーム及び短期入所事業所については、定員４人以上の開設又は増床に限る。）を行う事業とする。

※　既存施設の改修・移設等は対象外となりますが、ユニット等の増設については、同一年度内に定員４人以上を増床する場合は、補助の対象となります。ただし、同一事業者における増床による申請は、当該年度１回限りとします。
※　本市から障害者施設の事業所指定等を受け、令和７年４月２日から令和８年４月１日までの間に開設すること。ただし、法人指導課で事業所指定等にあたっての相談を行い、指定等の見込みとなった者についても補助の対象となります。

⑵　補助対象経費及び補助金の交付額
別表のとおり。
　　※　補助金の交付については、今年度の予算額が限度となるため、交付申請する事業者が多数の場合、補助金の交付額が減額又は不交付となる可能性もあります。

２　申請受付期限
　　前期　：　令和7年6月2日（月）～令和６年9月12日（金）
　　後期　：　令和7年11月4日（月）～令和8年2月13日（金）

３　申請に必要な書類
・補助金交付申請書（様式第１号）
・補助金所要額調書（参考様式）
・実施計画書（参考様式）
・収支予算書（参考様式）
・工事費・備品購入費等の見積書（消防設備の整備経費にかかるものについては、二者見積が必要）
・対象事業にかかる金額が確認できる書類
※　その他事業の実施を確認するため、別途必要書類の提出をお願いする場合があります。


４　申請方法
　　「６　書類の提出先及び問い合わせ先」に記載する窓口に書類を持参していただき、申請してください。郵送による受付は行っていません。

５　その他
1 補助金交付までの流れ
　　　添付1の「補助金交付までの流れ（フロー図）」をご確認ください。申請にあたり、フロー図のとおり手続きされない場合、補助金を交付することができない場合がありますので、あらかじめご注意ください。
[bookmark: _GoBack]　⑵　申請にあたっての注意事項
　　　添付2の「申請にあたっての注意事項」をご確認ください。

６　書類の提出先及び問い合わせ先
担当課：尼崎市　障害福祉課
郵便番号及び住所：〒660-8501　尼崎市東七松町１丁目23番１号（本庁舎南館1階）
電話番号：06-6489-6397、ファックス：06-6489-6351
　　受付時間：土曜日・日曜日・祝日を除く、午前9時～正午、午後1時～午後5時
· あらかじめ、ご来庁の予定日時等についてお伺いさせていただきます。

７　添付書類
1 補助金交付までの流れ（フロー図）（添付1）
2 申請にあたっての注意事項（添付2）
3 補助金交付申請書（様式第1号）
4 収支予算書（参考資料）
5 実施計画書（参考資料）
6 補助金所要額調書（参考様式）
7 尼崎市障害者施設開設等サポート事業補助金交付要綱
· 補助事業の概要や申請書等の様式は、市ホームページにも掲載しています。

以　上
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消防設備の整備に要する経費



＜対象整備例＞

自動火災報知設備、消防機関への通報装置

グループホーム等を開設するために必要となるアパー

トや一般住宅等の借り上げ等に要する初期経費。た

だし、保証金的性格の預け金を除く。

・保証金的性格の預け金とは、賃貸借期間の終了に

伴い、補修分を差し引くなどして返金されるものをい

う。

・契約書に「敷引きの金額」等、返金されないことが明

記してあるものについては対象とする。



＜対象経費例＞

敷金、礼金、仲介手数料

グループホーム等の利用者が共同で使用すると認めら

れる以下に例示する備品の購入に要する経費（通常

要する取り付け設置費を含む）。ただし、利用者が居

室等で個人的に使用する物品は除く。



＜対象備品例＞

テレビ、ラジオ、冷蔵庫、冷暖房器具（エアコンを含

む）、掃除機、テーブル、イス、ガスコンロ（ＩＨクッキン

グヒーターを含む）、電子ジャー、湯沸かし器、湯沸か

しポット、電子レンジ、オーブン（トースターを含む）、

照明器具、食器棚、食器、調理器具、洗濯機、乾燥

機、電話機、ＦＡＸ、ビデオ

①

500,000円（基準額）と実

支出額のいずれか低い額

の１／２（ただし、千円未満

の端数は切り捨てる。）

①～④のそれぞれ

の補助基本額を合

計した額

既存建物のバリアフリー改修等に要する経費



＜対象整備例＞

手すりの取り付け、床段差の解消、昇降機の設置、移

動用リフトの設置、滑り防止及び移動円滑化のための

床材の変更、引き戸等への扉の取り替え、洋式便器

への取り替え、浴槽の取り替え、スプリンクラーの設置

（工事を要するものを対象とし、用具の購入のみは対

象としない）

グループホーム

短期入所事業所

④

施設等のバリアフリー

改修等に要する費用

補　助　基　本　額対　象　経　費項　目補助金の額

1,500,000円（基準額）と

実支出額のいずれか低い

額の１／２（ただし、千円未

満の端数は切り捨てる。）

延床面積が

300㎡以下の

場合

延床面積が

300㎡を超え

る場合

入居定員数に70,000円を

乗じて得られた額（基準

額）と実支出額のいずれ

か低い額の１／２（ただし、

千円未満の端数は切り捨

てる。）

利用者が共同で使用

する備品等の購入に要

する経費

270,000円（基準額）と実

支出額のいずれか低い額

の１／２（ただし、千円未満

の端数は切り捨てる。）

対 象 施 設

グループホーム

短期入所事業所

グループホーム

短期入所事業所

グループホーム

短期入所事業所

生活介護事業所

3,000,000円（基準額）と

実支出額のいずれか低い

額の２／３（ただし、千円未

満の端数は切り捨てる。）

②

施設等の借り上げ等に

要する初期経費

消防設備

の整備に

要する経

費

③


